
≪中略≫課長級以上を念頭に、成果に応じたボ
ーナス制度も新設する。中堅の人材を引き留め
る狙いだ。

転勤を伴う経済的負担を軽くするための手当て
の新設も盛り込んだ。異動により一定距離以上の
転居をした職員を対象に、原則 3 年間、距離に
応じて毎月支給する。単身赴任者に限らず転居
を伴う転勤をした職員を広く対象にする。支給額
は東京から大阪に行く場合で年 22 万円、東京か
ら福岡では年 35 万円程度となる。単身赴任者の
場合はそれぞれ年 49 万円、年 84 万円ほどで、
二重生活の生計費の補助する月 3 万円の単身
赴任手当も別途支給する。転勤に伴う家計負担
をやわらげ、転居を理由にした離職を防ぐ。≪後
略≫  日本経済新聞 朝刊 26/08/08  【2 面】
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◆7 月 28 日、厚生労働省の中央最低賃金審議会
は、2026 年度の最低賃金（時給）の目安を全国
加重平均で 1,176 円にすることで決着した。今の
全国平均である 1,121 円から 55 円の引き上げ
で 伸び率は 4.9％だった。25 年度の最終的な全
国平均額は前の年度から 66 円、率にして 6.3％
の引上げだった。26 年度は 20 年度以降 6 年ぶ
りに引き上げ額・率がともに前年度を下回った。

具体的な引き上げ額の目安は都道府県の経済
状況によって分類し、26 年度は東京や大阪など
6 都府県の A ランクで 54 円、北海道や福岡な
ど 28 道府県の B ランクで 56 円、青森や沖縄な
ど 13 県の C ランクで 56 円とした。今後、各都道
府県の審議会で、国の目安を基に実際の引き上
げ額を決め、原則 10 月から改定する。

最低賃金法では毎年の改定額につき、①労働
者の生計費、②世間一般の賃金水準、③企業
の支払い能力 を考慮して決めるように定める。

25 年度は隣県への人材流出を懸念した競争が
激化し、39 道府県で国の目安を上回った。一
方、大幅な引き上げを行う代わり適用時期を遅ら
せる事例が相次ぎ、都道府県の間で最大約 6
か月の差が生じた。最低賃金は新型コロナ禍以
降大幅な引き上げが続いてきた。これは政府方
針の「30 年代半ばまでに全国平均 1,500 円」を
受けているが、物価上昇が進んだためで、実質
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today's

◆ 総務省は 29日、住民基本台帳に基づく 1月
1日時点の人口動態調査を発表した。国内の
日本人人口は 1億１９７３万６４８３人で、１９８４年
以来４２年ぶりに１億２０００万人を下回った。外
国人は全都道府県で増え、４００万人を超え
た。

日本人人口は２０２５年から９１万６７４４人減っ
た。１７年連続の減少で、減った人数との割合の
いずれも１９６８年の調査開始以降で最大だっ
た。都道府県別にみると増加したのは東京都だ
けで、それ以外の４６道府県は減った。減少数
が最多かったのは北海道の５万８１０４人で、減
少率では秋田県の 1.95％が最大だった。

出生数から死亡者を差引いた自然増減数は９
２万３００８人で、自然増減数の調査開始以降で

賃金の計算に使う消費者物価指数の上昇率が
22 年度から 4 年続けて前年度比 3％以上となり、
25 年度はコメ価格の高騰もあった。

日本経済は物価の伸びを上回る賃上げの定着と
人手不足の克服をいう課題に直面している。最低
賃金の引上げによる正社員の賃上げや就労意欲
の向上といった波及効果を踏まえると、今後もイン
フレ率を超える増額が欠かせない。

最低賃金と概ね同水準で働く労働者は増えてい
る。厚労省によると、30 人未満（製造業などは 100
人未満）の事業所では 25 年に 27.7％に上った。
ちなみに 10 年前の 15 年は 9.0％だったという。最
低賃金が労働者全体に与える影響は大きくなって
いる。非正規雇用労働者の時給の上昇が、翌年
度の春季労使交渉で正社員の処遇改善にも波及
する。財やサービスの値上げにもつながり賃上げと
物価上昇の循環につながる。

賃金の底上げは就労意欲を高める効果もある。
個人が働いてもよいと思える最低の賃金を超える
ことで就業者数が増える可能性がある。労働供給
を増やすことが出来れば人手不足の緩和にも役
立つかもしれない。もっとも中小企業を中心に負
担は重くなっているので、必要な価格転嫁や生産
性の向上などもセットで進めなければいけない。

     情報源：日本経済新聞 202６/07/30

最大の減少だった。外国人は３５万３６９６人増の４０
３万１１５９人だった。外国人の集計を始めた２０１３
年以降最多で、総人口に占める割合は３．２６％。
国外からの転入者数も最多の７２万９８８人だった。

日本人と外国人を合わせた総人口は１億２３７６万
７６４２人で、５６万３０４８人減った。都道府県別で増
えたのは東京都、大阪府、千葉県の３都府県にと
どまった。

総人口に占める外国人の割合は東京都が
5.57％で最も高かった。外国人の最も多い年齢層
は 25～29 歳だった。

15～64 歳の「生産年齢人口」は総人口の
59.97％。日本人は減少したが外国人は増えた外
国人の 86.17％が生産年齢人口に当たる。

日本経済新聞 朝刊 26/0７/０９ 【２面】
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国家公務員月給 2 年連続３％増    人事院勧告

◆人事院は 7 日、2026 年度の国家公務員の月給
とボーナス（期末・勤勉手当）を引き上げるよう国
会と内閣に勧告した。月給の引き上げ幅は平均
3.51％（1 万 5056 円）で、2 年連続 3％を超え
た。転居を伴う異動をした職員に支給する手当
ても新設する。ボーナスの年間支給月数は 0.05
か月分増やし 4.70 か月分とする。月給とボーナ
ス双方のプラス勧告は 5 年連続となる。月給の
上げ幅は 25 年度の 3.62％に続く高水準で、民
間の賃上げの広がりを国家公務員給与にも反映
する。

月給の改定率は春闘で示される民間企業の賃
上げ率とは算出方法が異なる。民間の賃上げ率
は定期昇給やベースアップを含む一方、人事院
は国家公務員と民間従業員の 4 月の時点の月
給を比べて差を算出する。
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Chapter４ 新しいビジネスを生み出す
デジタライゼーション

10．デジタライゼーションの次は・・・
社会を変革するレベルの DX には共通

点があります。DX の代表な事例の
Amazon や Uber などのビジネスから見て
いきましょう。

１）変革を起こすために
この連載では、デジタイゼーション、デ

ジタライゼーションと段階的にデジタル
化を進め、その次の段階として DX 化を
位置づけています。しかし、実際はデジ

タライゼーションと DX 化の間に明確な
区分はありません。ビジネスプロセスがデ
ジタル化できた段階で、先に見た QCD

の切り口で新たな価値が生み出せている
と思います。DX をデジタル化による新た
な価値の創造と定義するなら、デジタラ

イゼーションにより DX 化を成し遂げたこ
とになります。それにとどまらず人々の生
活を一新するような変革を起こしたいと
思うならば、更なる「学び」が必要となりま

す。

２）プラットフォームビジネス
スマートフォンの代名詞となった

iPhone、直感的に操作できる手のひらサ

イズのコンピュータを誰もが持ち、常時ネ
ットにつながる。その製品自体が革新的
でしたが、世の人々の行動様式まで一新

しました。例えば、世界中の人々に動画
コンテンツを共有する楽しさを広げた
YouTube。それまで動画と言えばテレビ

や映画など、プロ集団により創られていた
のが当たり前でしたが、誰でも動画を投
稿でき、誰でも視聴できるサービスを始
めました。それが今では世界で月間２０億

人以上が利用する巨大な動画配信プラ
ットフォームになりました。人が集まるとこ
ろにお金も集まります。これらの巨大なビ

ジネスは、インターネットというインフラと
そのインフラを流れるデジタルデータな
しには生まれ得なかったのです。

このように社会に変革を起こすレベル
の DX は、中々成し遂げられるものでは
なりません。テクノロジーを理解し活用

し、社会の先を読み、実行するという資質
に加え、タイミングも重要です。

待ったなし！
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しかし、そんな社会的な変革を引き起すレ
ベがルの DX 化の事例を見ていけば、そこに
法則があることに気づきます。それは「デジタ
ライゼーションの外部開放」によるプラットフォ

ームビジネスです。社内で実施していたデジ
タライゼーションの仕組みを、外部の取引先
やユーザーに開放し、大きなプラットフォーム

ビジネスにすることです。

３）事例にみる外部開放 DX
Amazon はいわゆる通販企業ですが、数億

あると言われる商品数は社会的インパンクトが

あります。これを支える仕組みの一つがフルフ
ィルメント by Amazon です。これはデジタルに
より高度に効率化された Amazon の物流サー
ビスを外部開放したものです。この仕組みによ

り商品の配送やカスタマーサービスを
Amazon が代行し、外部企業は Amazon で商
品を売ることが出来ます。

Uber はタクシーに乗りたい時に自分の近く
に呼べる配車サービスです。その実態は、移
動したいユーザーと移動手段を持つユーザー

同士のマッチングサービスです。自動車を持
っていれば誰でもタクシーとして登録でき、近く
にいる利用者を目的地まで乗せていく。

これらに共通しているのは、自社が構築した
仕組みを広く開放することで、１社では提供し
きれない社会レベルのインパンクトを与える事
業にしているということです。

４）フランチャイズを考える
どんな商品やサービスでも１社で提供してい

る限り、社会にインパクトを与えるレベルに成
長させるには時間がかかります。外部開放と

は、事業のインフラを同業者やユーザーに開
放すること、いわば「デジタル版フランチャイズ
ビジネス」です。一般にフランチャイズビジネス

は、加盟店に商品を提供する権利、営業上の
ノウハウを提供することでロイヤリティを受け取
るビジネスモデルです。Amazon や Uber が共

通して開放しているインフラは「集客・集金・品
質」の３点です。ユーザー企業はそれらの看板
で営業でき、自前でインフラを構築する必要
がないことがメリットです。提供側企業にとって

は、ロイヤリティを継続的に得られるというメリッ
トがあります。これらのビジネスはデジタル化し
ているため、特別な設備を必要とせずノウハウ

（インフラ） を提供することが可能となります。
そのため大きなインパクトを与えることが出来
るのです。
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雑感：7月 28日午後 4時 27分頃、熊

本八代方面で最大震度 7を観測する地

震が発生。被災された方、ご遺族の方々

には心よりお見舞い申し上げるとともに

お悔やみ申し上げます。酷暑の中、復旧

に携わられている皆様には深く敬意を表

します。振り返れば 10 年前の 4月、熊

本益城町を中心とする大地震が思い起

こされます。被害を受けた熊本城も復興

が進みつつある中、またしても今回の地

震、被災された方々には本当に気を落

とさず復旧・復興に励まれますよう応援

いたします。ガンバレ熊本！
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イノベーションサポートは、戦略実現

型人事マネジメントへの変革､組織・人

材の開発・活性化の事業を推進・サポ

ートをいたします。

★★★コンサルティング実績

●経営戦略・ビジョンづくり
  物流サービス企業/

中期経営計画づくり～
業績管理の仕組み構築

  広告代理店/
年度経営計画の策定

         ～業績管理の定着支援

●人事マネジメントシステム構築
マンションメーカー/

年俸制と目標管理制度
         の導入・定着支援
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官公庁/「会計 決算書の読み方」 研修
  ほか


